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 要  旨 
平成 20 年より始まったインクカートリッジ共同回収は，いまやインクカートリッジ里帰りプ
ロジェクトとして日本全国の主要都市が参画している．参画都市の一つ，新宿区は，インクカー
トリッジ回収の他にも紙パックや乾電池などの資源回収に力を入れている．このような自治体に
よる，循環型社会の構築とごみの減量に向けた取り組みは，今後より一層，普及拡大することが
予想される． 
前述した自治体による循環型社会形成活動に貢献するため，本研究では使用済み製品の回収ネ
ットワーク設計問題を提案する．対象地域に存在する使用済み製品を，回収箱への消費者の持参
により回収し，回収された製品を指定した回収場所（最終目的地）に輸送するリバースロジステ
ィクスを扱う． 
リバースロジスティクスを扱った研究のうち，消費者から最終目的地まで複数拠点を経由する
ネットワークを決定する問題は数多くある．しかし，消費者が自ら使用済み製品を施設に持参す
る状況に着目したとき，消費者が最寄りの施設を利用する構造を取り入れたモデルはほとんどな
い．そこで，本研究ではこの構造に最近隣割り当て制約を導入してモデル化する． 
回収ネットワークを設計する際に，回収する製品数の最大化や，回収した製品を最終目的地に
輸送するコストの最小化など，複数個の目的を考えることが重要である．この点を踏まえ，本研
究では多目的最適化問題として定式化する．そして，調布市と新宿区の人口データ等を用い，パ
レート最適解の特徴を分析する． 
パレート最適解の分析から，消費者が最近隣の回収箱を利用するとき，回収箱設置には対象都
市の人口分布および面積が大きく影響することが確認された．また，回収箱数の増加が，必ずし
も回収量を大きくし，且つ輸送コストを小さくするわけでなく，地域により最適な設置数がある
ことがわかった．これより，回収ネットワークを設計する際に，最適な設置数を対象都市に対し
検討する必要があることが確認できた．その際，本研究で提案した回収ネットワーク設計問題は，
有用なツールになると考えられる． 
 
